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  （目黒区中高層建築物等の建築に係る紛争の予防と調整に関する条例） 

中 高 層 紛 争 予 防 条 例  

 

１ 対象建築物 （条例第２条第２項第１号～第３号、規則第２条の２）  

区 分 次のいずれかに該当する建築物 
自己 
チェック 

[A]中高層建築物 

 第一種低層住居専用地域 

  ・軒の高さ ＞ ７ｍ または 地階を除く階数 ≧ ３ □ 

 第一種低層住居専用地域を除く用途地域 

  ・建築物の高さ ＞ １０ｍ 
□ 

※敷地が２以上の用途地域にわたるときは、建築物の部分が属するそれぞれの用途地域によるものとする。  

[B]大規模建築物 

 ・延べ面積 ≧ １,５００㎡ かつ 建築物の高さ ≧ １５ｍ 

 ・延べ面積 ≧ １,５００㎡ かつ 地階を除く階数 ≧ ５ 

 ・延べ面積 ≧ １,５００㎡ かつ 住戸の数 ≧ ２０ 

□ 

[C]特定用途建築物 

 ワンルーム形式集合建築物  

  ・床面積が４０㎡未満の住戸の数≧１０ かつ 階数≧３ 

   （当該住戸の数が建築物全体の住戸の数の１／３以下のものを除く） 

□ 

 床面積の合計が５００㎡を超える斎場等 

  ・斎場、結婚式場、興行場、ぱちんこ屋、ゲームセンターの用途に 

   供する部分の床面積の合計 ＞ ５００㎡ 

   （階段、便所、作業場などを除く） 

□ 

 

２ 標識の設置開始日（起算日は「３ 標識の設置が必要となる法令と手続き」） （規則第５条） 

建築物の規模や用途 設置開始日 

 延べ面積≧３,０００㎡ かつ 高さ＞１５ｍ 少なくとも９０日前 

 床面積の合計が５００㎡を超える斎場等 少なくとも９０日前 

 延べ面積＞１,０００㎡ 少なくとも６０日前 

 高さ＞１５ｍ 少なくとも６０日前 

 ワンルーム形式集合建築物 少なくとも６０日前 

 上記以外の建築物 少なくとも３０日前 

 

３ 標識の設置が必要となる法令と手続き 
  （２以上の手続きを行う場合は最初の手続き） 

 
（規則第５条） 

法令 手続きの内容  法令(通称･略称) 手続きの内容  法令(通称･略称) 手続きの内容 

建築基準法 

建築確認申請  
建築物の耐震改修の促進に関する法律 
（耐震改修促進法） 

認定申請  
目黒区特別工業地区内における建築物の 
制限に関する条例 

許可申請 

構造計算適合性判定 
の申請または通知 

 
密集市街地における防災街区の整備の促進 
に関する法律（密集市街地整備法） 

認定申請 
許可申請 

 目黒区斜面地建築物の制限に関する条例 許可申請 

計画通知  
マンションの建替え等の円滑化に関する
法律（マンション建替え円滑化法） 

許可申請  東京都文教地区建築条例 許可申請 

認定申請  
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進 
に関する法律（バリアフリー新法） 

認定申請  東京都建築安全条例 認定申請 

許可申請  
長期優良住宅の普及の促進に関する法律 
（長期優良住宅） 

認定申請  東京都駐車場条例 認定申請 

 
 
都市の低炭素化の促進に関する法律 
（エコまち法） 

認定申請  
高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整
備に関する条例（建築物バリアフリー条例） 

認定申請 

 
建築物のエネルギー消費性能の向上等に 
関する法律（建築物省エネ法） 

認定申請  
 

※各法令について、この条例の対象になる条項は、規則第５条第１項をご確認ください。 
  

 手続き概要 
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４ 手続きの流れ （条例第５条、第６条、規則第８条～第１０条） 

『建築計画のお知らせ』の標識を設置 

    標識設置の日を含めて５日以内 

『標識 
設 置 

変 更 
届』を提出 

 説明会を開く場合/ 説明会を開かない場合  

  説明会の開催を周知   

 
 標識を設置してから 
 所定の日数(３０日､ 
 ６０日､９０日)を経過 

  中５日以上あける 

説明会を開催  

欠席者に対して    

個別訪問による説明または再度の説明会 
(不在の場合は日にちを変えて、 

少なくとも２回 訪問) 

 個別訪問による説明 
(不在の場合は日にちを変えて、 

少なくとも３回 訪問) 

   隣接関係住民への説明が終わったら    

      『近隣説明報告書』を提出 

     ６日経過（中５日以上） 

建築確認申請（認定申請・許可申請） 

  

標識⇔建築計画概要書、最終届出図面⇔建築確認図面 の相違を確認 

  相違がある場合    

標識の表示内容を変更   

   変更した日を含めて５日以内    

『標識 
設 置 

変 更 
届』を提出 

 

(例)標識の設置開始日が「６０日前」の建築計画で、説明会を開催する場合 
 

５月        ７月      
日 月 火 水 木 金 土   日 月 火 水 木 金 土 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７   ６/２６ ２７ ２８ ２９ ３０ １ ２ 
                
          <個別訪 問による 説明また は再度の 説明会>  
         (23日前) (22日前) (21日前) (20日前) (19日前) (18日前) (17日前) 

８ ９ １０ １１ １２ １３ １４   ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 
                
                
         (16日前) (15日前) (14日前) (13日前) (12日前) (11日前) (10日前) 

１５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ （６月省略） １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ 

     標識 ②      近隣説明 ① ② ③ 
     設置       報告書提出 <中５日 以上あけ る> 

     (60日前) (59日前)   (９日前) (８日前) (７日前) (６日前) (５日前) (４日前) (３日前) 
２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８   １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ 

③ ④ 標識設置届  説明会 ① ②   ④ ⑤ 確認等申請     
<５日 以内> 提出  開催周知       可能日     

(58日前) (57日前) (56日前) (55日前) (54日前) (53日前) (52日前)   (２日前) (１日前)      
２９ ３０ ３１ ６/１ ２ ３ ４   ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ 

③ ④ ⑤ 説明会  (近隣説明           
<中５日 あける>  開催   開始期限)           

(51日前) (50日前) (49日前) (48日前) (47日前) (46日前) (45日前)          
    

２回目の窓口手続き 

設置日を含めて５日以内｡ 
５日目が閉庁日のときは 
最初の開庁日でも可能。 

届出が遅れたときは 
届出日を５日目として 
標識設置期間を算定。 

標識設置の日から 
１５日以内に実施 

するよう努める 

１回目の窓口手続き 

追加の窓口手続き 

説明会の欠席者に対しては、 
個別訪問による説明または再度 
の説明会を開催。不在の場合は 
少なくとも２回個別訪問する。 
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５ 個別説明または説明会に関する住民の説明範囲 
（条例第２条第２項第７号～第９号、 

 第６条、規則第２条の３） 

中高層建築物等の区分 

敷地境界線～１Ｈ 敷地境界線 

～２Ｈ 

(※２) 

敷地境界線 
～25ｍ 

敷地境界線 
～100ｍ 居住者 

(※１) 
土地権利者・ 
建築物権利者 

[A]中高層建築物 義 務 ▲ △   

[B]大規模建築物 義 務 ▲ △   

[C]特定用途 

   建築物 

ワンルーム形式集合建築物 義 務 ▲  △  

 床面積の合計が 500㎡を 
 超える斎場等 

義 務 ▲   △ 

関係住民の定義 

隣接関係住民     

 近隣関係住民 
 （居住者・土地権利者・建築物権利者） 

  

 周辺関係住民〔ワンルーム形式集合建築物〕 
 （居住者・土地権利者・建築物権利者） 

 

 周辺関係住民〔床面積の合計が 500㎡を超える斎場等〕 
 （居住者・土地権利者・建築物権利者） 

（上表の凡例） 

１Ｈ 敷地境界線から当該建築物の高さの１倍の水平距離 

２Ｈ         〃        ２倍  〃 
  

▲ 
周知に努めてください(郵送可)。 
なお、説明の申し出があれば説明する義務が発生します。 

△ 関係住民から説明の申し出があれば説明する義務が発生します。 

（※１）店舗や事務所、学校などに対しても周知に努めてください。 

（※２）[C]特定用途建築物で[A]中高層建築物や[B]大規模建築物にも該当する場合は、２Ｈが 

    25ｍや 100ｍを上回る場合があります。 

６ 関係住民に対する説明の方法 （条例第６条、規則第９条第２項） 

区 分 建築物の規模や用途 説明の方法 

[A]中高層建築物  個別訪問による説明 または 説明会(注) 

[B]大規模建築物 
 延べ面積≧3,000㎡ かつ 高さ＞15ｍ       説明会(義務) 

 上記以外の大規模建築物 隣接関係住民から説明会の開催の要望があるとき 

      説明会(義務) 

隣接関係住民から説明会の開催の要望が無いとき 
個別訪問による説明 または 説明会(注) [C]特定用途建築物 

 ワンルーム形式 
 集合建築物 

全住戸数≧30 

全住戸数＜30 個別訪問による説明 または 説明会(注) 

 床面積の合計が 500㎡を超える斎場等 個別訪問による説明 または 説明会(注) 

＜個別訪問による説明の留意事項＞ 
〇個別訪問による説明は、原則として面会による説明を行ってください。ただし、住民などから指示が
あった場合は、この限りではありません。 

〇不在の場合は、１回目の訪問時に建築計画説明資料を投函してください。２回目と３回目の訪問時に
は訪問理由や連絡方法などを記載した書類を郵便受けに投函してください。 

〇不在の場合は、時間帯と平日または休日などの日を変えて、少なくとも３回は訪問してください。 

＜説明会の開催による説明の留意事項＞ 
〇説明会の欠席者には個別訪問または再度の説明会の開催による説明を行ってください。なお、開催
通知を各戸に配付し中 5 日あけて開催した説明会は、少なくとも３回の訪問回数に含めることができ
ます。 
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７ 届出等に必要な書類 （規則第８条） 

                 『標識設置届』の提出 
 

自己チェック 

提  出  物 1回目(設置) 変更時 

『標識（設置・変更）届』(表)          ＜第２号様式＞    □    □(注２) 

 

『標識（設置・変更）届』(裏) 

          ＜第２号様式＞ 

 案内図    □(注１)    □(注３) 

 標識設置位置図    □(注１)    □(注３) 

 標識設置状況 写真(遠影・近影) 
 ※近影は標識の字が確認できるもの 

   □(注１)    □(注３) 

添 

付 

図 

書 

※全ての図面に縮尺を記入し、三角スケールなどで測れる図面としてください。 

   □ 

図面に変更が 
ある場合 
※変更箇所と変更 

内容を赤色など

で明示してくだ

さい。 

配置図 ※次の事項を明示してください。 
  ・計画建築物の四隅などから敷地境界線や道路境界線までの距離 

  ・敷地の外周長さ 

  ・計画地と隣地や道路との高低差 

  ・建築基準法上の道路種別と幅員 

平面図(各階平面図)※集合住宅は各住戸の専有面積と間取りを表示    □ 

立面図（４面）    □ 

断面図（２面）    □ 

日影図 ※次の事項を記載してください。 
  ・敷地内における建築物の位置 

  ・冬至日における午前８時から午後４時までの１時間ごとの日影図 

   なお、測定面は平均地盤面 

  ・建築物の主要な部分の高さ 

  ・下に掲げる各記載事項 

         区 分 

 記載事項 

[A]中高層 
  建築物 

[B]大規模 
   建築物 

[C]特定用途建築物 
ワンルーム 斎場等 

右記の範囲を示す線とその寸法 

１Ｈ､２Ｈ １Ｈ､２Ｈ １Ｈ､25ｍ １Ｈ､100ｍ 右記の範囲に 
敷地がかかる 
建築物について 

建築物の位置 

建築物の名称 

敷地に付番 １Ｈ １Ｈ １Ｈ １Ｈ 

 ※[A]～[C]の複数の区分に該当する場合は、該当区分のものを全て記載 

   □ 

(注１)別紙でも構いませんが、第２号様式裏面の各枠内には「別紙」と記入してください。 

(注２)変更に係る部分は朱書きにしてください。 

(注３)変更が無い場合は省略できますが、各枠内には「標識設置届から変更なし」と記入してください。 
 

         『近隣説明報告書』の提出 （規則第１０条、実施要領第９条）  

提  出  物 自己チェック  

『近隣説明報告書』(表)(裏)            ＜第４号様式＞ □  

添 

付 

図 

書 

日影図 ※標識設置届に添付した日影図を添付してください。 
※標識設置届で提出した時点と建物名称等が違った場合は修正してください。 

□  

 関係住民に配付した資料 

（建築計画説明資料） 

 計画概要、工事に関する説明   (注) □  

 配置図 □  

 平面図 ※特段の事由がある場合は省略可能 □  

 立面図 □  

 断面図 ※特段の事由がある場合は省略可能 □  

 日影図 □  

(注)記載すべき事項･･･敷地の形態や規模、計画建築物の規模･構造･用途、工期･工事時間･工法･作業方法等、 
           工事の危害防止策、周辺の生活環境に及ぼす著しい影響とその対策 

 

各種届出様式は、目黒区ホームページ「中高層紛争予防条例の各種届出等」の 

ページ内からダウンロードできます。 

 

１回目の窓口手続き 

２回目の窓口手続き 

変更時の窓口手続き 
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